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                               株式会社リーガロイヤルホテル広島 
貸借対照表 

 
（２０２３年３月３１日現在） 

                                                                                                 （単位：千円） 
 
 

科    目 金  額 科    目 金  額 

     
    （資産の部） （３,６４５,５８５）    （負債の部） （６,３７３,３５９） 
  流動資産 ７３４,１７９  流動負債 ３,８８６,８０５ 
    現金及び預金 ２４１,８１５    買掛金 １２２,６５０ 
    売掛金 ３３５,０９９    短期借入金 ３,１６３,８００ 
    原材料及び貯蔵品 ２６,２４１    リース債務 １３,４７３ 
    前払費用 １２６,６２０    前受金 １１,４１４ 
    その他 ４,４０３    契約負債 １１１,３３９ 
      未払費用 ２３４,９３９ 
      未払法人税等 １４１ 
      未払消費税等 １０９,２０８ 
      預り金 １２,９９８ 
      賞与引当金 ６９,４９３ 
      その他 ３７,３４７ 
     
     
     
  固定資産 ２,９１１,４０６  固定負債 ２,４８６,５５４ 
   有形固定資産 ４４２,０１３      長期借入金 ８３８,９７５ 
    建物 ２６８,９４０      リース債務 ３３,１６４ 
    機械装置  ３２,１６８    長期預り金 ７３０,８６４ 
    工具、器具及び備品 ９４,２６４      退職給付引当金 ８８０,２７７ 
    リース資産 ４６,６３９    その他 ３,２７２ 
     
   無形固定資産 ４,５７１   
    ソフトウエア ４,５７１   
     
     
   投資その他の資産 ２,４６４,８２１    （純資産の部） （△２,７２７,７７４） 
    長期貸付金 １３,４５５  株主資本 △２,７２７,７７４ 
    長期差入保証金 ２,４５１,３１６    資本金 ６,０００ 
    その他 ５０    利益剰余金 △２,７３３,７７４ 
      その他利益剰余金 △２,７３３,７７４ 
        繰越利益剰余金 △２,７３３,７７４ 
     
     
     
     
     
 
 

     資 産 合 計 ３,６４５,５８５      負債純資産合計 ３,６４５,５８５ 

  （注）1．千円未満は切り捨てて表示しております。 
     2．当期純損失 ５３９,８８３千円 
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個別注記表 
 

1．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価の方法 

     棚卸資産（原材料及び貯蔵品）    移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除く）   定額法を採用しております。 

      ② 無形固定資産（リース資産を除く）   定額法を採用しております。 

                           なお、自社利用ソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年） 

                           に基づく定額法によっております。 

      ③ リース資産              所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

                            リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

                            

（３）引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については    

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②  賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、翌事業年度支給見込額のうち、当事業年度の計算期間に対応する金額を計上しており 

ます。 

③  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。 

ｱ. 退職給付見込額の期間帰属方法 

           退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式    

基準によっております。 

ｲ.  数理計算上の差異の費用処理の方法 

     数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(１０年)による定額法により発生時 

の翌事業年度から費用処理しております。 

 

（４）収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点 

（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

① 客室、宴会及び食堂部門 

主に宿泊、宴会、食堂及びこれらに附帯するサービスを顧客に提供しており、顧客にサービスを提供した時点で履行義務が 

充足されることから、当該時点で収益を認識しております。 

② ホテル製品等の販売 

ホテル製品等の販売を行っており、顧客に製品等を引き渡した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を 

認識しております。 

 



3 
 

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第 98 項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該製品等の支配が 

顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。 

③ テナント賃貸事業 

ホテル内の施設等の賃貸を行っており、賃貸借期間に対応する賃借料を収益として認識しております。 

 

2. 収益認識に関する注記 

収益を理解するための基礎となる情報 

「1． 重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「（４）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

3. 会計上の見積りに関する注記 

 当事業年度の計算書類に計上した金額 

  会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を 

  及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

      繰延税金資産 

         繰延税金資産（評価性引当額控除前）  １，２０２，４３０千円 

         評価性引当額            △１，０２５，３７２千円 

         繰延税金資産（評価性引当額控除後）    １７７，０５７千円 

         繰延税金負債との相殺          △１７７，０５７千円 

         繰延税金資産合計                   －千円 

 

4. 貸借対照表に関する注記 

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務 

      現金及び預金のうち１５，０００千円は、商品券発行に係る供託金であり、対応する債務は契約負債８，４６１千円で 

     あります。 

 

（２）有形固定資産の減価償却累計額           ６，５３５，４０３ 千円 

  

（３）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

          短期金銭債権                                        １，４６７ 千円 

短期金銭債務                  ３，１７４，７９７ 千円 

長期金銭債務                   ８３８，９７５ 千円 

 

5. 損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

     売 上 高                        １，４４０  千円 

     仕 入 高                        １６，２６８  千円 
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営業取引以外による取引高 

支 払 利 息                                      ４３，５５８ 千円 

 

6. 株主資本等変動計算書に関する注記 

      当事業年度末における発行済株式の種類及び総数に関する事項 

      普通株式                       ６０，０００ 株   

 

7.  金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

    当社は資金運用については短期的な預金等に限定し、親会社からの借入により資金を調達する方針です。 

売掛金に係る顧客の信用リスクは、売掛金の管理規程に沿ってリスク低減を図っております。 

また、長期差入保証金は主に事業所の敷金等であり賃貸人の信用リスクに晒されております。 

買掛金は１年以内に支払期日が到来するものであり、長期預り金はスポーツ施設の会員やテナントから受け入れた 

保証金等であります。これらは流動性リスクに晒されておりますが、当社は資金繰り予測を作成する等の方法により 

管理しております。 

 

  （２）金融商品の時価等に関する事項 

    ２０２３年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

なお、現金及び預金、売掛金、買掛金、短期借入金は、現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に 

近似するものであることから、注記を省略しております。 

 

（単位：千円）  

 貸借対照表 

計上額（※） 
 時価（※） 差額 

①  長期差入保証金 ２，４５１，３１６ ２，４５１，３１６ ― 

②  長期預り金 （７３０，８６４） （６６５，２４５） △６５，６１８ 

    （※）負債に計上されているものについては（  ）で示しております。 

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

①長期差入保証金 

将来返還される金額と回収期間に応じた国債利回りを用いて、割引現在価値法により算定しております。 

 

②長期預り金 

将来返還する金額と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を用いて、割引現在価値法により算定しております。 

 

8.  税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金の否認、繰越欠損金等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、 

退職給付引当金負債調整勘定等であります。 
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9. 関連当事者との取引に関する注記 

 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

 

親会社 

 

㈱ロイヤルホテル 

 

被所有 

75.3％ 

 

資金の借入 

役員の兼務 

 

資金の借入 

資金の返済 

支払利息（注） 

 

300,000 

43,200 

43,558 

    

 

長期借入金 

短期借入金 

 

 

838,975 

3,163,800 

    

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注) 資金の借入については、市場金利を勘案して利率を決定しております。 

 

10. １株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額           △４５，４６２．９０ 円 

 

（２）１株当たり当期純損失           △８，９９８．０６ 円 
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